
 

 

 

 

 １ 他の事業者等に関する情報について、閲覧及び取出しの対象となる情報が、業

務上必要な範囲にとどまるよう顧客情報管理システムを見直すこと 

 

２ 顧客からの問い合わせ・注文対応等、他の事業者等に関する情報を個別に取り

扱うものであって、当該情報を取り扱うことについて合理的な理由が認められる

場合を除き、他の事業者等に関する情報を自社が提供する役務の営業に係る一切

の行為から隔絶させるために必要な措置を講ずることとし、特に、自社が提供す

る役務の営業に携わる部門において、他の事業者等に関する情報が取り扱われな

い体制を構築すること 

 

３ 他の事業者等に関する情報の適正な取扱いを確保するための社内規程等につい

て検証し、規程の再整備等所要の措置を講ずるなど、法令等の遵守が徹底される

体制を貴社において構築し、また、貴社が他の事業者等に関する情報の取扱いに

係る業務の委託を行う会社（以下「地域子会社等」という。）において構築させ

ること 

 

４ 他の事業者等に関する情報の不適切な取扱いがあった場合に、これを迅速に把

握し、是正するため、貴社及び地域子会社等による自主点検の拡充、貴社による

地域子会社等への監査の実施を含む実効的な監査・監督体制を構築すること 

 

５ 以上につき、具体策及び実施時期を明記した業務改善計画を平成２２年３月４

日までに総務省に提出し、以後、業務改善計画の実施及び改善状況をとりまとめ、

平成２４年３月までの間、３カ月ごとに総務省に報告すること 
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